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１　はじめに
　地球温暖化をはじめとする様々な環境問題が年々とその深刻さを深める中、持続可能な発展の必
要性が叫ばれて久しい。この持続可能な発展に関する最も有名な定義は、環境開発世界委員会
（、「ブルントランド委員会」）によるものである。この委員会では持続可能な発展を以下の
ように定義した。
「将来世代が自身の要求を満たそうとする能力を損なうことなく、現存する人々の要求を満たす発
展である」（１９８７）
この定義に基づけば、どのような社会においても、持続可能性の目標を達成するためには、社会に
おける「世代内の公正」と「世代間の公正」の達成が必要であることを意味している。
　地球温暖化による気候変動の被害や自然資源の乱開発などの環境問題による被害を多く受けてい
るのは発展途上国である。先進工業諸国の物質的に豊かな生活を支えるために、発展途上諸国の生
活が犠牲になっているとの考えであり、これは環境問題における南北問題とよばれ、今日、深刻な
国際問題となっている。
　さらに、環境問題の最大の被害者は将来世代であると言われる。数十年後の未来に生まれる世代
にはどのような地球環境が残されているのだろうか。現代科学技術文明を支える石油はあと数十年
で枯渇すると予測され、森林は急速に消失し、地球に存在する野生生物の多くは絶滅の危機に瀕し
ている。
　我々の暮らす現代社会は、ブルントランド委員会による持続可能な発展の状態にほど遠く、明ら
かに持続不可能な状態にある。先進工業国に暮らす人々は、人類史上類を見ない物質的豊かさを享
受しているが、その豊かさは発展途上国に暮らす人々、これから生まれてくる将来世代の人々、そ
して、数億年の時を経て育まれてきた地球全体の生態系、気候安定システムの破壊という犠牲の上
に成り立っている。
　我々の社会は、その存立基盤である自然生態系、気候安定システムを急速に破壊しながら成長を
続けている。このような成長が長期的にどのような帰結に向かうのかを分析するのが本論文の目的
である。そして、持続可能な発展に必要とされる「世代内の公正」と「世代間の公正」を達成する
ために必要な条件の分析も行う。
　１９８１は農業と工業の２産業をそれぞれに持つ、２地域（南と北）からなる経済モデル
において、規模の経済性により、両国の成長過程は南北の不均等発展に帰結することを提示した。
そして、阿部１９９８は、モデルに、工業財の生産要素として、再生可能資源を導入し、経
済成長と再生可能資源ストックの関係、そして、南北の均等発展の可能性を分析した。
　そこで、本論文では、以上のモデルを使い、持続可能な発展を達成するための条件を分析してい
く。
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２　成長の限界論
　経済成長に伴う天然資源利用の増加、および自然の廃棄物受け入れ能力の限界により、いつか経
済成長は停止しなければならないと、多くの環境保護論者は考えている。この見解で最も有名なも
のは、１９７２年に出版された「ローマ・クラブ」による著書「成長の限界」である（D. Meadows et 
al. , １９７２）。成長の限界では、地球の生態系における資源消費と汚染排出にかかわる制約が、２１世紀
の世界の発展に多大な影響を与えるだろうと述べた。そして、こうした制約のため、２１世紀のある
時期に、人類の平均的な生活の質は低下してしまうかもしれないと警告を発した。
　この報告書は、その後、分析モデルの改良やデータのアップデートなどにより、１９９２年には「限
界を超えて」として発表された（D. Meadows et al. , １９９２）。この報告書では新たな発見として、「人
類はすでに、地球の能力の限界を超えてしまった」と述べたのである。
　１９９０年代初めにはすでに、人類が持続可能でない領域に進んでいることを示す証拠があちこちか
ら出ていた。例えば、熱帯雨林が持続可能ではないペースで伐採されている、という報告が出され、
穀物生産量はもはや人口増加についていけないのではないか、という推測もあった。そして、地球
温暖化の影響が深刻化してきたのもこの時期からである。
　２００４年に３度目の報告書である「成長の限界（the 30-year update）」が出版された（D. Meadows 
et al. , 2004）。この報告書では、最新のデータを土台に、「最初の成長の限界を発表してからの３０年
間で、人間と地球との関係はどう変化してきたのか」そして、「今の地球はどのような状態にあるの
か」を、ワールド３というコンピューター・シュミレーションモデルによって分析し、「どうすれ
ば、崩壊せずに、持続可能な社会に移行できるか」について提示している。その中で、今のままの
状態で社会が進んでいけば、２０２０～３０年の間に人類は破局的な状況を迎えるとの衝撃的な予測も示
されている。
　以上の成長に関する悲観論へは、もちろん様々な分野からの反論がなされており、前述の「成長
の限界」（2004,邦訳 pp. 260-261）でも以下のように紹介されている。
　　　２０年前に成長の限界ということを言っていた人たちがいる。しかし、今日、われわれは、成
　　　長が変化の原動力であることを知っている。成長は環境の友達なのだ。
ジョージ・H・W・ブッシュ大統領　１９９２年
　　　これは、私の信じている長期的な予測であるーほとんどの国で、ほとんどの時代、多くの
　　　人々にとって、物質的な生活条件は、どんどんと無限に良くなる。１００年か２００年のうちに、
　　　あらゆる国でほとんどの人々の生活が、今日の西欧の生活水準か、それを上回るようになる
　　　だろう。しかし、相変わらず多くの人たちは、生活条件は悪化していると考えたり言ったり
　　　しているだろうと思うよ。
ジュリアン・サイモン　１９９７年
　　　１９７２年、ローマ・クラブは、経済と人口の成長の持続可能性に疑問を投げかける「成長の限
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　　　界」を出版した。「成長の限界」によると、今の時期までに、われわれは食料生産、人口、エ
　　　ネルギーの入手可能生や寿命が減退しはじめている、と予測していた。このような展開のど
　　　れも起こり始めてもいないし、すぐに起こりそうな見通しすらない。つまり、ローマ・クラ
　　　ブは間違っていたのだ。
エクソン・モービル　２００２年
成長に関する楽観的な考えと悲観的な考えはどちらが正しいのだろうか。以下に、資源資源も考慮
に入れた、簡単な経済成長モデルを使って持続可能な発展の姿を探っていこう。
３　南北地域の成長モデル
　南部（）と北部（）の２地域からなる世界を考える。簡単化のため、この２地域の持つ、生産
における技術水準や、消費選好は基本的に同じであるとする（より詳しい定式化は後ほど行う）。そ
して、両地域に存在する労働力（）も等しく、このモデルでは労働力は期間を通じて一定（）
―
であるとする。
　　　　　＝＝‾
　それぞれの地域には、工業と農業の２種類の産業があり、それぞれ工業財（）と農産物（）
を生産し、それらは２地域の間で、輸送費ゼロで自由に貿易が行うことができると仮定する。する
と、農産物を基本単位とした工業財の世界価格（）がただ１つ存在することになる（両地域の価
格水準は等しくなる）。工業財価格の基本単位とする農産物は労働力のみで生産されると仮定し、
１単位の労働力が１単位の農産物を生産するように１単位を選択する。
　一方、工業部門では資本蓄積を通じて成長が可能であるとする。工業生産には、生産要素として、
資本（）、労働（）、そして、自然資本（）が必要であるとする。ここでは、自然資本として、
特に森林資源などの再生可能資源をイメージし分析を進めていく。これは、非再生可能資源に依存
した工業生産は明らかに長期的に持続不可能だからである。
　工業生産において、個々の企業内においては、単位当たりの工業生産に必要な生産要素の必要量
は一定であるが、産業全体では、それぞれの生産要素の単位生産あたりの必要量はそれぞれの地域
内で集計された資本蓄積水準に対する減少関数であるとする。つまり、工業部門の産業全体では
規模の経済性が働くとする。１単位の工業生産を行うために必要な生産要素の量をそれぞれ、資本
係数（）、労働係数（）、そして資源係数（）とすると、それぞれの地域で以下のように定式化さ
れる。
　　　　　　＝（）　＝（）
　　　　　　　＝（）　＝（）
　　　　　　　＝（）　＝（）
　　　　　　　　　　　ここで、
規模の経済性の仮定のためそれぞれの地域の必要係数はそれぞれの地域の資本蓄積水準の減少関数
になる（）ただし、各係数の産出量に対する弾力性は１よりも小さいとし、工業財の生
産が増加した場合は、各生産要素の必要量も増加すると仮定する。そして、分析の簡単化のため、
各生産要素に対して、中立的技術成長を仮定する。
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　　　　　　	


　以上のような経済社会において、当初、労働力と再生可能資源は、工業生産に対して、非常に豊
富である状態から分析をスタートする。つまり、ここで提示する経済モデルでは、産業革命当時（人
的資本や自然環境は比較的豊富であり、工業生産はスタートしたばかりの状態）から、現在、そし
て、将来の資本蓄積と自然資源の状態の推移を、かなり長期的な期間にわたっての分析を行う。
　すると、それぞれの地域の工業生産量（）は、資本蓄積水準と資本係数を用いいて、以下の
ように求めることができる（当初、労働と資源は生産に対する制約にはならないため）。つまり、工
業財生産量はそれぞれの地域の資本蓄積水準に対する関数として表される。
　　　　　
　　　　　　＝　　　　　　　＝　　
すると、各工業財生産水準における、労働必要量と資源必要量はそれぞれの地域で以下のように求
められる。
　　　　　　　 
　　　　　　　 
　一方、工業部門で必要とされなかった労働力はすべて農産物の生産に従事すると仮定する。労働
力１単位で農産物１単位が生産されるように単位を選択しているため、農産物の生産量は以下のよ
うになる。
　　　　　　＝‾－　　　＝‾－ 
　次に、再生可能資源の性質を定式化していこう。両地域で工業生産のための資本蓄積を開始し始
めた初期時点においては、両地域の再生可能資源賦存量（）は非常に豊富で各地域の環境容量
（）一杯になっているとする。資源採取がゼロでも、それぞれの地域の再生可能資源賦存量は、
この環境容量を超えることはできない。簡単化のため、それぞれの地域の初期時点での再生可能資
源賦存量は等しく、最大であるとする。
　　　　　　＝＝
　当初豊富であった再生可能資源賦存量は、それぞれの地域の工業生産の増加による採取の増加に
伴い減少し、再生可能資源自身の最生産能力によって増加する。ここで、簡単化のため、再生可能
資源は、その賦存量に比例して一定の再生率を持つと仮定する。そして、再生可能資源は
工業生産に対してのみ投入されるとすると、時間を通じた再生可能資源賦存量の変化は以下のよう
に定式化される。
　　　　　
・
＝α－　　
・
＝α－ 
ただし、各地域の資源賦存量は最大でもを超えることはできない。
　経済成長を示す、各地域の資本蓄積には２種類の限界が存在する。労働力の制約による限界
（）と、資源賦存量の制約による限界（）である、労働制約は各地域の労働力がすべて工
業部門に吸収され尽くし、それ以上の労働力の投入の増加が見込めない状態を示す。そして、資源
制約は、それぞれの地域に存在する資源をすべて工業生産によって使い尽くしてしまう状態を示
す。労働制約および資源制約は以下のように示される。
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KN
c（KN）
KS　　c（KS）
　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　＝‾　　　　　　　　　　　＝　
　次に、それぞれの地域の所得分布を考える。いくらかの労働力が農業部門にある場合と、完全に
工業部門に完全特化した場合が考えられるが、いくらかの労働力が農業部門に残っているうちは、
賃金は労働力の農産物に対する限界生産力である１に固定される。
　ここで、工業生産のための再生可能資源採取にかかる費用をとすると、それぞれの地域で工業
生産から得られる利潤（π）は以下のように求めることができる。
　　　　　　π＝－－　　π＝－ －  
そして、この利潤関数を資本量で割ることによって、以下の利潤率（ρ＝π）を示す式を求める
ことができる。
　　　　　　ρ＝　　　　　　　　　　　ρ＝
資源採取費用は各地域のその時点での資源賦存量に依存し、賦存量が減少するほど単位当たりの採
取費用は増加すると仮定する。つまり、資源採取費用は資源賦存量に対する減少関数であると仮定
する。
　　　　　　＝（）　　（）＜
　　　　　　　＝（）　　（）＜
利潤率を決定する式において、資本係数と労働係数は資本ストックの関数であり、資源採取
費用は資源ストックの関数であるので、利潤関数は以下の集約形として表記することができ
る。
　　　　　　ρ＝ρ（）　　ρ＝ρ（）
つまり、それぞれの地域の工業財から得られる利潤率は、工業財価格と自地域の資本ストック、そ
して、自地域の資源ストックに依存することがわたる。
ただし、工業財価格は両地域合計の供給と需要によって決定されるため、他地域の資本ストック
はこの価格の変化を通じて、自地域の利潤率に影響を与える。この影響は後ほど議論する。
　利潤率に、それぞれの変数が与える影響は以下の通りである。
　　　　　
　　　　　　　　　＞　　　　　＞　　　　　＞　　
　　　　　　　
つまり、工業財価格の上昇は、利潤率を高め、資本ストックの増加も規模の経済性により、利潤率
を高める。そして、資源賦存量の増加は、資源採取費用の低下を通じて利潤率を高める。
次に需要側の行動を定式化していく。工業財生産から得られた利潤は貯蓄され、そのすべては自地
域の工業部門に投資投資されるとする。すると、それぞれの地域の資本蓄積関数は以下のように表
される。
　　　　　　　　　＝ρ　　　　　＝ρ　
次に、工業財価格の決定メカニズムについて議論していく。工業財価格は両地域合計の需要と供
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給の均衡によって定まる。所得の内のμの割合が工業財消費に支出され、１－μの割合が農産物に
支出されると仮定すると、工業財に対する需給均衡式は以下のようになる。
　　　　　　［＋］＝μ［＋］　　　　
式を変形することによって、以下の工業財価格を決定する関数が求まる。
　　　　　
　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　≡（）
　　　　
　この価格決定式は、両地域の資本ストックと工業財価格の関係を示しており、明らかに、価格は、
それぞれの地域の資本ストックに対する減少関数となっている。　　　
　最後に、式より、それぞれの地域における資本蓄積の変化を示す式が、両地域の資本蓄積
水準（資本ストック）と資源賦存量に対する関数としてまとめることができる。
　　　　　　　　＝ρ（）≡（）
　　　　　　　　　＝ρ（）≡（）　　　　　　
　　　　　　　　　
資本蓄積関数の性質は以下の通りである。
　　　　　
　　　　　　　　＝　　・　　＋
　　　　　　　　　＝　　・　　＋
　　　　　　　　　＝・　　＜

　　　　　　　　　＝　　・＜
　　　　　　　　　＝　　・　　＞
　　　　　　　　　＝　　・　　＞
他地域の資本水準の増加は、工業財価格の低下を通じて、自地域の利潤率を低下させる（ ）。そ
れぞれの地域の再生可能資源賦存量の増加は、それぞれの地域における資源採取費用の低下を通じ
て、それぞれの地域の利潤率を増加させる（ ）。
　しかし、それぞれの地域の資本水準の増加がその地域自身の利潤率に与える影響は、プラスとマ
イナス、２つの効果のため定かではない。プラスの効果は、規模の経済性によるものであり、マイ
ナスの効果は、工業財価格の低下によるものである。
　もし、資本蓄積が自地域の利潤率に与える影響で、価格低下によるマイナス効果よりも、規模の
経済性によるプラスの効果が強く働く場合、この２地域経済成長モデルの均衡点における局所安定
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性は不安定となる（補論参照）。つまり、工業財の価格弾力性が相対的に小さい場合は、両地域の資
本蓄積伊過程が不均等発展に帰結することは避けられないことが分かる。
　以上のように、両地域の資本蓄積の格差を是正するメカニズムとしての価格効果が弱い場合、両
地域の格差は時間とともに広がっていくことが分かった。そこで、これより先は、工業財価格の弾
力性が相対的に大きく、格差是正方向に効果を発揮するケース、つまり、価格効果が規模の経済性
を上回ると仮定して分析を進めていく（ ）。
　　　　　
　　　　　　　　＝・　＋＜

　　　　　　　　　＝・　＋　　　＜
以上の仮定をもって、２地域（南、北）、２部門（農業、工業）、３生産要素（労働、資本、自然資
源）の経済成長モデルを構築することができた。そこで、次にこの経済モデルにおける２地域の長
期的な資本蓄積（経済成長）の様子を分析する。
４　南北の資本蓄積経路
４－１　資本蓄積ゼロ曲線と資源増減ゼロ曲線
　本成長モデルの長期均衡は、両地域の資本蓄積関数がゼロとなる点で与えられる（ ）。
つまり、この長期均衡では、両地域の工業財生産から得られる利潤率がゼロとなるような資本蓄積
水準の組み合わせとなる。
　前節での利潤率の定義と価格効果が規模の効果を上回るという仮定によって、平面におけ
る両地域の資本蓄積ゼロ（利潤率ゼロ）曲線は負の傾きを持つことが分かる。
　　　　
　　　　　＝－　　　　　　＜　　　（	
＝）
　　　　　
　　　　　　　　　＝－　　　　　　＜　　　（	
＝）
、式より、曲線は、 よりも急な傾きを持つことが分かる。平面において、それぞ
れの地域の資本蓄積水準を示す点が、原点に対して、それぞれの地域の資本蓄積ゼロ曲線の内側に
ある場合、それぞれの地域の利潤率は正となり、資本は利潤率に応じて蓄積されていく（）。逆
に蓄積水準が資本蓄積ゼロ曲線の外側にある場合、それぞれの地域の利潤率は負となり、資本は減
少していく（）。以上により、この動学モデルの資本蓄積ゼロ曲線は図１のように示すことがで
きる。
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図１　両地域の資本蓄積ゼロ曲線
　資本蓄積ゼロ曲線（ ）は、外生変数である再生可能資源賦存量からの影響を受ける。
すでに求めたように、それぞれの地域の資源の増加は、資源採取費用の低下を通じて、それぞれの
地域の利潤率を増加させる（ ）。そのため、資源の増加は、資本蓄積ゼロ曲線を外側に向かっ
て移動させる。逆に、資源の減少は、資本蓄積ゼロ曲線を内側に移動させる。
　以上のように、資源賦存量の変化が、利潤率の変化を通じて、それぞれの地域の資本蓄積に影響
を与える。平面上で資源賦存量の変化を確認できるように、資源変化ゼロ曲線（
・
＝）を以
下で求める。式より、資源賦存量の変化がゼロになるのは、それぞれの地域で以下の条件を満た
す場合である。
　　　　　　α＝　　　α＝ 
そして、式を変形することによって、所与の再生可能資源賦存量において、その賦存量の増減が
ゼロとなる資本蓄積水準の値はそれぞれの地域で以下のように示される。
　　　　　
　　　　　　＝α　　≡（）　　＝α　　≡（）
～ ～

この式で与えられた資源増減ゼロ曲線（
・
＝）曲線を曲線と呼ぼう。曲線を図示したもの
が図２に示されている。
図２　両地域の資源増減ゼロ曲線
経済発展と世代内、世代間の公正２６
cN
rN
cS
rS
式から明らかなように、曲線の上方では北部の資源は減少し（
・
＜）、下方では増加する（
・

＞）。そして、 曲線の右方では南部の資源は減少し（
・
＜）、下方では増加する（
・
＞）。す
なわち、曲線は、それぞれの地域のし本蓄積が進んでいった場合、それぞれの地域の再生可能
資源が減少を始める境界となる資本蓄積水準（）を示している。
～
　次に、曲線と曲線の相対的位置を考える。工業資本を蓄積していく過程で、自然資源が
全く影響を受けないと考えるのは、非現実的である。実際、我々の住む現代社会を見ても、工業生
産による森林消失などが深刻な地球環境問題の１つとなっている。この事実をモデルに反映させる
ために、資源増減ゼロ（）曲線は、資本蓄積ゼロ（）曲線よりも、原点よりに位置すると
仮定する。
　以上により、－平面上で、それぞれの地域の資本蓄積水準、および資源賦存量を確認するこ
とができる図３を得ることができた。
図３　資本蓄積ゼロ曲線（g=0）と資源増減ゼロ曲線（h=0）
　図中の資本蓄積ゼロ曲線（）と資源増減ゼロ曲線（）は資本蓄積水準に依存し移動する
ことに注意する必要がある。例えば、北部が資本蓄積を進めている状況を考える。北部の資本蓄積
水準がより下側に位置する（）間は、両曲線に動きはない（初期時点では資源賦存量は
～ ～
最大のにあるため）。しかし、資本蓄積が進み、がの水準を超えると、資源が減少し始め、
～
資源増減ゼロ曲線も下方移動を始める。そして、資源減少による資源採取費用の増加に伴い、北部
の利潤率が低下し、資本蓄積ゼロ曲線（）も下方移動を始める。
　同様に南部においても、その蓄積水準がを超えると、南部の資源増減ゼロ曲線（）は左
～
方に移動し始め、南部の資本蓄積ゼロ曲線（）も左方に移動していく。逆に、その蓄積水準
がを下回る領域では、南部の資源増減ゼロ曲線（）は右方に移動し始め、南部の資本蓄積ゼ
～
ロ曲線（）も右方に移動していく。ただし、資源増減ゼロ曲線の上方および右方への移動は、資
源賦存量の各地域における上限に対応した水準を超えることはできない。
　以上の、それぞれの地域の資本蓄積水準が、資本蓄積と資源賦存量に与える影響をまとめたも
のが表１である。すなわち、図中で、直接、資本蓄積の方向を決定するのは資本蓄積水準と資本蓄
積ゼロ曲線（）の位置関係であるが、資源増減ゼロ曲線（）と資本蓄積水準の位置関係
も、資本蓄積ゼロ曲線（）を移動させることを通して、間接的に、資本蓄積の方向に影響を与
える。
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　　表１　資本蓄積水準と資本蓄積ゼロ曲線と資源増減ゼロ曲線の動き
　　　　北部

　　　　南部

　　　　
４－２　資源貿易なしの場合の成長経路
　本節では、今までに組み立てた２地域成長モデルを使い、両地域とも、再生可能資源は豊富に存
在し、工業資本の蓄積は僅かしかなされていない初期状態からスタートし、それぞれの地域がどの
ような成長経路をとるかを観察していく。ただし、本節では、両地域間の再生可能資源貿易はない
ものと仮定する（自由に貿易できるケースは次節で分析していく）。
　工業財価格の資源賦存量に対する弾力性の大小により、成長経路には、２つの代表的なケース
が観察される。１つは、工業財価格が、資源賦存量に対して十分弾力的であり、資本蓄積ゼロ曲線
の動きが、資源増減ゼロ曲線の動きよりも速やかに移動することになる。もう１つのケースは以上
の逆で、工業財価格が資源賦存量に対して非弾力的であり、資本蓄積ゼロ曲線の動きが、資源増減
ゼロ曲線の動きよりもゆっくりと移動するケースである（工業財価格の資源賦存量に対する弾力性
の大小と，両地域の資本蓄積経路の関係を均衡点の局所安定性の議論として数学的に分析したもの
を補論に示している）。
　それでは、２つの成長経路を以下に観察していこう。
　資源価格が資源賦存量に対して十分弾力的な場合
　図４によって、資源貿易がなく、工業財価格の資源賦存量に対する弾力性が十分高い場合の両地
域の資本蓄積経路を観察していく。
①　点→点
　まず、両地域の資本蓄積に関する初期状態を点とする。この状態は、北部が南部よりもほんの
少し、資本蓄積が進んでいる状態を示している。ただし、両地域とも、まだ、資本蓄積を開始した
ばかりで、工業生産は僅かであり、再生可能資源は豊富であり、最大賦存量であるとしているので、
両地域の資源増減ゼロ水準（）も最大値をとっている。
～
　この点は両地域とも、資本蓄積ゼロ曲線の内側に位置するので、両地域とも資本蓄積を進めて
いく。この動きは，図中では，右上方への点の移動として捉えることができる。また，規模の経済
性により，北部は南部よりも速やかに資本蓄積を進めていく。その結果、北部と南部の資本蓄積水
準の差は広がりながら、点の状態に達する。ここまでの資本蓄積は再生可能資源賦存量の減少を
引き起こすことはない。
②　点→点
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～
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～
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～
　点をこえて資本蓄積が進むと、北部では、資源増減ゼロ水準を資本水準が上回ることになり、北
部の資源が減少し始める。資源の減少により、北部の資源増減曲線と資本蓄積ゼロ曲線自身も下方
に移動し始める。そして、北部の資本蓄積の速度は、資本蓄積ゼロ曲線の下方移動と共に低下して
いきながらも蓄積を進めていくが、点で資本蓄積水準は資本蓄積ゼロ曲線に到達し，北部の資本
蓄積は減少方向に転じる。
　つまり，以上の動きは，北部の工業部門の成長に伴い資源賦存量が減少し始めたこと。それによ
り，北部の利潤率が低下していき，ついには、利潤率がゼロとなる時点に達したことを示している。
③　点→点
　点を過ぎると、北部の利潤率はマイナスとなり、北部の資本は減少を始める。しかし、南部では
依然、資本蓄積水準は資本蓄積ゼロ曲線の左方に位置しているので、南部の資本は増加を続けてい
く。そして、そのうち、南部の資本蓄積水準も資源増減ゼロ水準に到達する。
④　点→点
　点を過ぎると、南部の資本蓄積水準は資源増減ゼロ水準を越えるため、南部の資源は減少し始
める。この資源減少により、南部の資源増減ゼロ曲線と資本蓄積ゼロ曲線は左方に移動していく。
　そして、資本蓄積ゼロ曲線の左方移動に伴い、南部の資本蓄積の速度は減速していき、両地域の
資本蓄積水準を示す点は、南部の資本蓄積ゼロ曲線とぶつかる点に達する。
　この動きは、先ほどの北部と同じように、資源の減少と，それに伴う利潤率の低下を示、そして、
ついに南部の利潤率がゼロになったところまでを表している。
　また、この前後に、両地域の資本蓄積水準を示す点は、下方に移動を続けていた北部の資源増減
ゼロ曲線に到達し、再び、北部の資源は増加領域になる。すると、北部の資源増減ゼロ曲線と資本
蓄積ゼロ曲線も再び上方移動に転じる。
　以上の動きは、北部において，負の利潤率のために減少を続けていた資本量が、ついに、北部の
資源賦存量を減少させずにすむ水準まで下がってきて、資源賦存量が増加し始めたことを表す。ま
た、それに伴い、北部の利潤率も依然マイナスのままではあるが改善方向に転じたことを表してい
る。
⑤　点→点
　点を越えて、南北ともに資本水準が減少方向に進んでいくと、やがて、上方に移動してきた北部
の資本蓄積ゼロ曲線にぶつかる点に到達する。
⑥　点→点
　この点を越えると、北部の利潤率は再びプラスに転じ、北部は資本蓄積を再開できる。つまり、
北部の資本の減少による，資源の回復を通じて、北部の利潤率は再びプラスになり、資本蓄積を再
開したといえる。
そして、両地域の資本水準を示す点が，左上方向（北部の資本は増加、南部の資本は減少）に移
動していくと、南部の資源増減ゼロ曲線にぶつかる点に達する。
⑦　点→点
　この点を過ぎると、南部の資源賦存量は再び増加に転じる。それに伴い、南部の資源増減ゼロ
曲線と資本蓄積ゼロ曲線も右方向への移動に転じる。つまり、南部の資本が減少していく中で、南
部の資源賦存量が増加し始め、利潤率は依然マイナスのままであるが改善方向に向いてきたことを
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表している。
　やがて、両地域の資本蓄積水準を示す点は、上方向に移動してきた南部の資本蓄積ゼロ曲線とぶ
つかる点に達し、その後、南部も再び資本の蓄積を開始する。
⑧　南北の資本蓄積と資源賦存量の長期均衡
　以上のように、両地域は、資本蓄積の行き過ぎによって生じる資源賦存量の減少から、資本量の
減少が起こり、その結果、資源賦存量は再び増加し始める。そして、資本蓄積も再び開始するとい
う過程を繰り返していく。
　そして、その過程の中で、再生可能資源賦存量の増減、資本蓄積水準の増減の振幅の幅を狭めな
がら、スパイラル状に点へと収束していく。この点は、以上で見てきたように、両地域の資本蓄
積ゼロ曲線が、状態を安定させる方向に働くので、安定な長期均衡点となる。
　以上の分析から、両地域間の再生可能資源の取引が存在せず、工業財価格が資源賦存量の変化に
対して，十分弾力的であるならば、両地域は長期的には、均等に安定した発展を遂げることが分
かった。
図４　資源貿易がなく、工業財価格が資源に対して弾力的な場合の成長経路
経済発展と世代内、世代間の公正３０
　　　①　両地域で資本蓄積、資源変化なし　　　②　北部で資源減少、利潤率ゼロ水準到達
　　　③　南部で資源増減ゼロ水準到達　　　　　④　南部で資源減少、利潤率ゼロ水準到達
　資源価格が資源賦存量に対して非弾力的な場合
　まず、初期状態は，図４と同様に、図５の点とする。つまり、北部が南部よりも僅かに資本蓄
積を進めている状態である。また、初期状態では、両地域の再生可能資源量は豊富であり、最大値
とっているとしているので、資源増減ゼロ曲線も、上限値に対応した水準に位置している。
　以上の初期状態から，両地域の資本蓄積の様子を見ていくと、図５の④までは、弾力的なケース
（図４）と同様の動きを示す。つまり、北部の相対的に急速な資本蓄積と、そこから生じる北部の
再生可能資源の減少とその採取費用の上昇、そして、そのための利潤率の低下によって、北部の資
本は減少を始める。それに続き、南部でも同様に、資本の蓄積から始まり、資源の減少による資本
の減少への転換という動きを示す。
　ただし、ここまでの資本の動きの中で、弾力的なケースに比べ、再生可能資源賦存量の変動は資
本蓄積水準の変化に比べて大きくなる。これは、工業財価格がほとんど資源賦存量の変化に反応し
ないことがその原因である。
　両地域の資本蓄積水準を示す点が、点を越えると、両地域の資本は減少していき、図中では資本
水準が左下方向に進んでいく。この両地域の資本減少の過程は、再び資源賦存量を増加させる方向
に転換させるほどに速やかには進まず、結局、資源賦存量がゼロになるまで減少を続けていく。そ
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　　　⑤　北部で資源増加、利潤率ゼロ水準到達　　⑥　南部で資源増減ゼロ水準到達
　　　⑦　南部で資源増加、利潤率ゼロ水準到達　　⑧　スパイラル過程を経た長期均衡
して、資源減少に伴う利潤率の低下のため、両地域の資本もゼロになるまで減少していく。
図５　資源貿易がなく、工業財価格が資源に対して非弾力的な場合の成長経路
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　　　①　両地域で資本蓄積、資源変化なし　　　②　北部で資源減少、利潤率ゼロ水準到達
　　　③　南部で資源増減ゼロ水準到達　　　　　④　南部で資源減少、利潤率ゼロ水準到達
　　　⑤　両地域で資源減少、資本減少　　　　　⑥　資源の回復は起こらず、資本崩壊
　以上のように、資源貿易がない場合、工業財価格が資源賦存量に敏感に反応するならば、両地域
ともその資源賦存量に見合った成長が達成でき、そして、その資本蓄積水準と資源賦存量を安定的
に維持することができる。
　逆に、工業財価格の資源に対する弾力性が非弾力的である場合は、資源の減少に歯止めがかから
ず、両地域とも資本蓄積が不可能な状態になってしまうということが分かった。
　次節では、両地域で再生可能資源の貿易が自由に行われる場合の資本蓄積の様子を見ていく。
４－３　資源貿易が自由な場合の成長経路
　本節では、両地域で資源貿易が自由な場合の資本蓄積の過程を見ていく。両地域間で資源貿易が
行われる場合は、両地域での資源採取費用は等しくなる。
　　　　　　　＝≡
そして、この資源採取費用は両地域の再生可能資源賦存量の合計（）に依存し、資源が稀少
になれば、その費用は上昇するものとする。
　　　　　　＝（）　　（）＜
　次に、資源貿易が自由な場合の、資源増減ゼロ曲線を考える。両地域合計の資源賦存量の増減が
ゼロであるためには、採取量と資源の最生産量が等しくならなければならない。
　　　　　
　　　　　　　（）　　＋（）　　＝α（）
　
中立的技術成長の仮定（一定）により、資源貿易が自由な場合の資源増減ゼロ曲線は以下の
形で求められる。
　　　　　　　＝－＋α　
以上で求められた資源増減ゼロ曲線は図６のように図示することができる。
図６　資源貿易が自由な場合の資源増減ゼロ曲線
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c
r
KN　c（KN）
KS　c（KS）
　以上で定式化したモデルを使って、資源貿易が自由な場合の両地域の資本蓄積経路を示したもの
が図７である。
図７　資源貿易が自由な場合の資本蓄積経路
経済発展と世代内、世代間の公正３４
　　　①　資源増減ゼロ曲線到達　　　　　　　　②　資源減少、両地域の利潤率低下
　　　③　北部のみが発展　　　　　　　　　　　④　価格が資源に弾力的で長期安定均衡
　　　　　　　　　　　　　④'　非弾力的で長期的に崩壊　　　　　　
　まず、初期時点での両地域の状態は資源貿易なしの場合と同じであるとする。つまり、両地域の
再生可能資源は上限水準にあり、資本蓄積は両地域ともスタートしたばかりであるが、北部が僅か
に進んでいる状態である（点）。
　そこから、北部、南部ともに順調に資本を蓄積していくが、その間少しずつ、北部と南部の資本
蓄積水準の差は広がっていく。その後、両地域の資本蓄積が進んでいくと、やがて、資源増減ゼロ
曲線に到達する（点）。
　この点を越えて両地域が資本蓄積を進めていくと、資源賦存量は減少し始める。それにつれて、
資源増減ゼロ曲線と両地域の資本蓄積ゼロ曲線は原点方向に移動していく。
　資源貿易が両地域で自由に行われるため、資源賦存量の減少は、両地域の相対的な交易条件を均
等化することはなく、両地域の資本蓄積条件の対称性を崩すものは規模の経済性のみとなり、北部
は順調に資本を蓄積していき、南部では資本蓄積のスピードが減速しながら、遂に、南部の資本蓄
積ゼロ曲線に両地域の資本水準を示す点は到達する（点）。その後、南部の資本は縮小を始め、北
部のみで資本蓄積が進んでいく。
　そして、長期的な資本蓄積の行方は、ここでも、工業財価格の資源賦存量に対する弾力性に依存
する。まず、弾力的な場合は、資源貿易がないと仮定したケースと同様、北部内で資源の増減と資
本の増減が繰り返され、長期的に資源賦存量と資本蓄積水準は、ある一定の水準に到達することに
なる（図７－④の点）。
　逆に非弾力的な場合は、一旦、順調な資本蓄積を達成した北部においても、資源の減少を反転さ
せるような資本の調整を行うことができず、長期的には、南部同様に資本は消滅してしまう（図７
－④’の点）。
５　まとめ
資源貿易が自由な世界では、工業財価格が資源に対して弾力的な場合は、北部に資本が集中し、長
期的にも安定した資本蓄積を達成できるが、同時に南部では資本の蓄積は達成できないことが分
かった。これは、いわゆる不均等発展の状態と言える。
　そして、非弾力的な場合は、長期的には両地域共に資本蓄積が全くできない世界になってしまう
ことが分かった。
　一方、資源貿易に制限がある世界では、工業財価格が資源に対して弾力的であれば、両地域がと
もに、長期的に安定な資本蓄積を達成でき、非弾力的な場合は、両地域とも長期的には資本が崩壊
してしまうことが分かった。
　結局、長期的に持続可能な発展が達成されるためには、工業財価格が資源に対して弾力的である
ことが非常に重要であることがわかった。これは、長期的に発展を持続させていくための必要条件
であり、言い換えれば世代間の公正を達成するための条件ということができる。そして、世代内の
公正を達成するためには資源貿易になんらかの制限を課す必要があることが分かった。
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Appendix
均衡点の局所安定性
１．再生可能資源貿易なしの場合
　本論文で提示して２地域経済成長モデルは以下のように定式化される。
　（Ａ１）　　　≡（）　　　　≡（）　
　　　　　　
　　　　　　≡（）　≡（）

そして、本モデルに対するヤコビ行列式は以下のようになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　（Ａ２）＝
　
　

ここで、均衡点においては、同学方程式の南北での対称性と、中立的技術成長の仮定により、次の
式が成り立つ。
　（Ａ３）　　　＝　　　　　　　＝　　　　＝　　　　　　
（Ａ３）の式を使い、（Ａ２）のヤコビ行列式を計算すると、以下の式を得る。
　（Ａ４）　＝　　　　・　　　－・　＞
また、発散については、次式を得る。
　（Ａ５）　＝２＋α（∂∂）
以上から、資源貿易なしの場合は、ヤコビ行列式は常に正の値をとることが分かる。すると、均衡
が安定であるためには、発散の値が負であればよい。すなわち、均衡が安定となるための条件とし
て、次式を得る。
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∂gN
∂KN
∂gN
∂KS
∂gN
∂RN
∂gS　　∂KN
∂gS　　∂KS
∂gS　　∂RS
∂hN　　∂KN
∂hN　　∂RN
∂hS　　∂KS
∂hS　　∂RS
∂gN　　∂KS
∂gN
∂KN
∂gN　　∂RN
∂gS　　∂KS
∂gS　　∂KN
∂gS　　∂RS
∂hN
∂KN
∂hS　　∂KS
∂gN　　∂KN
∂gN　　∂RN
∂hN
∂RN
∂hN　　∂KN






２





∂gN　　∂KN
K
・
N
KN
K
・
S
KS
R
・
N
RN
R
・
S　　RS
　　（Ａ６）　　　＜－α
資本蓄積が利潤率に与える効果として、規模の経済性とか価格低下の効果があった。この内の価格
効果が高ければ∂∂となった。ゆえに、工業財価格の弾力性が高いほど均衡の安定性が増
すことが分かる。
２．輸送費ゼロで資源貿易が可能な場合
　本論文で提示して２地域経済成長モデルは以下のように定式化される。
　（Ａ７）　　　≡（）　　　　　≡（）

　　　≡（）　　　（≡＋）
そして、貿易無しの場合と同様にヤコビ行列式と発散を計算すると、安定のための条件として、次
式を得る。
　（Ａ８）－・　　　・　　　＞α　－　　－　　（＞）

　　　　　・　　　＋α＜　　　　　　　　　　　　　（＜）
ここで、発散が負となるための条件は、貿易無しの場合とほぼ同じで、工業財の価格弾力性の大き
さに依存する。しかし、均衡が安定となるための条件として、新たに、ヤコビ行列式が正となると
いう条件が必要になる。
　安定均衡となるためには、資本蓄積が、直接、礦業利潤に与える影響よりも、資本蓄積が資源賦
存量に与える影響と、資源賦存量の変化が工業利潤に与える影響のほうが相対的に大きくなる必要
がある。これが成り立たないと、均衡点は鞍点となる。
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∂gN　　∂KN
K
・
N　　KN
K
・
S　　KS
R
・
　　R
∂gN　　∂KN
∂h　　∂KN
∂gN　　∂KN
∂gN　　∂KS
∂gN　　∂KN






